愛媛県中小企業等グループ施設等復旧整備補助金

補助事業変更計画書

１　事業者の概要

	（フリガナ）

事業者名
	

	所在地（住所）
	〒　　　　―
	

	代表者の

職名・氏名
	

	連絡先
	住　所
	

	
	所　属
	

	
	役　職
	
	氏　名
	

	
	TEL
	
	FAX
	

	
	E-mail
	


２　事業の全体概要

	事業実施場所
	※　複数ある場合には代表的な住所をご記入願います。

	変
更
前

(A)
	補助事業
に要する
経費①
	施設費
	設備費
	新分野事業費
	商業機能復旧事業費
※商店街型のみ
	合　　　計

	
	
	円
	円
	円
	円
	円

	
	調整後補助
対象金額⑤
	円
	円
	円
	円
	円

	
	調 整 後

補助金額⑥
	円
	円
	円
	円
	円

	変
更
後
(B)
	補助事業
に要する
経費①
	施設費
	設備費
	新分野事業費
	商業機能復旧事業費
※商店街型のみ
	合　　　計

	
	
	円
	円
	円
	円
	円

	
	調整後補助
対象金額⑤
	円
	円
	円
	円
	円

	
	調 整 後
補助金額⑥
	円
	円
	円
	円
	円


※消費税抜きの金額です。

  ※合計は、各項目の合計額です。ただし、調整後補助金額⑥の合計欄は千円未満を切り捨てた額を記載してください。
（調整後補助金額⑥の合計欄と補助金（変更）交付申請書中の金額が一致します。）
　※補助金交付申請時に作成した補助事業計画書の記載方法に準じてください。
３　復旧整備の内容

（1） 復旧整備する施設について（変更がある施設のみ記載）
	認定時の記号

※記号はアルファベット
	
	整備区分
	□建替　□修理・修繕

□その他（　　　　）
【新分野事業】
□新築　□増改築

□その他（　　　　）

	変更前
	施設名
	

	
	所在地
	
	土地の権利関係
	□所有権　□借地ほか

	
	種類・構造
	
	用　途
	

	
	階　数
	地上
	
	階
	地下
	
	階
	延床面積
	
	㎡

	
	工　期
	年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

	変更後
	施設名
	

	
	所在地
	
	土地の権利関係
	□所有権　□借地ほか

	
	種類・構造
	
	用　途
	

	
	階　数
	地上
	
	階
	地下
	
	階
	延床面積
	
	㎡

	
	工　期
	年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日


※変更がある施設についてのみ記載してください。
※変更後の欄は、変更がある箇所以外は記載不要です。
※施設１棟につき、１枚作成してください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	認定時の記号
	施設名
	
	補助事業に要する
経費

①
	補助対象経費
②
	受領保険金額

③
	補助対象に係る

受領保険金額

④
	調整後

補助対象金額

⑤＝②－④
	調整後

補助金額

⑥＝⑤×補助率

	
	
	（変更前）A
	
	
	
	
	
	

	
	
	（変更後）B
	
	
	
	
	
	

	
	
	（変更前）A
	
	
	
	
	
	

	
	
	（変更後）B
	
	
	
	
	
	

	
	
	（変更前）A
	
	
	
	
	
	

	
	
	（変更後）B
	
	
	
	
	
	

	
	
	（変更前）A
	
	
	
	
	
	

	
	
	（変更後）B
	
	
	
	
	
	

	変更が生じない施設

※変更前、変更後は同じ金額となります。
※変更額は「０」となります。
	（変更前）A
	
	
	
	
	
	

	
	（変更後）B
	
	
	
	
	
	


※行が不足する場合は、適宜、追加してください。

※施設の面積按分が必要な場合（①≠②）、補助事業に要する経費①、補助対象経費②については、別紙「按分積算説明書」の３按分積算から転記してください。
※火災保険の対象とならない施設は、上記表中の③の欄に「該当なし」、④には「0」と記載してください。

※施設ごとの受領保険金額の内訳がない場合は、適宜、セルを結合して記載してください。この場合、補助対象に係る受領保険金額④は、結合した受領保険金額③の合計を補助対象経費②により按分して記載してください。

※調整後補助金額⑥については、小数点以下を切り捨てて記載してください。
（イ）復旧整備する設備について（変更がある設備のみ記載）
	認定時
の記号

No.
	設備の名称

（規格・型式）
	台数
	整備区分
（□新分野事業）
	
	工期

納期
	設置場所

※施設名・室名を記載

	
	
	
	□修理・修繕

□入替

□修理不能又は

　入替安価

□設備比較

□カタログ
	変更前
	.  .  

～

  .  .
	

	
	
	
	
	変更後

	.  .  

～

  .  .
	


	
	
	
	□修理・修繕

□入替

□修理不能又は

　入替安価

□設備比較

□カタログ
	変更前
	.  .  

～

  .  .
	

	
	
	
	
	変更後
	.  .  

～

  .  .
	

	
	
	
	□修理・修繕

□入替

□修理不能又は

　入替安価

□設備比較

□カタログ
	変更前
	.  .  

～

  .  .
	

	
	
	
	
	変更後
	.  .  

～

  .  .
	

	
	
	
	□修理・修繕

□入替

□修理不能又は

　入替安価

□設備比較

□カタログ
	変更前
	.  .  

～

  .  .
	

	
	
	
	
	変更後
	.  .  

～

  .  .
	


※変更がある設備についてのみ記載してください。
※変更後の欄は、変更がある箇所以外は記載不要です。
　（単位：円）
	認定時
の記号

No.
	設備の名称
	
	補助事業に要する
経費

①
	補助対象経費
②
	受領保険金額

③
	補助対象に係る

受領保険金額

④
	調整後

補助対象金額

⑤＝②－④
	調整後

補助金額

⑥＝⑤×補助率

	
	
	（変更前）A
	
	
	
	
	
	

	
	
	（変更後）B
	
	
	
	
	
	

	
	
	（変更前）A
	
	
	
	
	
	

	
	
	（変更後）B
	
	
	
	
	
	

	
	
	（変更前）A
	
	
	
	
	
	

	
	
	（変更後）B
	
	
	
	
	
	

	変更が生じない設備
※変更前、変更後は同じ金額となります。
※変更額は「０」となります。
	（変更前）A
	
	
	
	
	
	

	
	（変更後）B
	
	
	
	
	
	

	合　　　計
	（変更前）A
	
	
	
	
	
	

	
	（変更後）B
	
	
	
	
	
	


※行が不足する場合は、適宜、追加してください。

※火災保険の対象とならない設備は、上記表中の③の欄に「該当なし」、④には「0」と記載してください。

※設備ごとの受領保険金額の内訳がない場合は、適宜、セルを結合して記載してください。この場合、補助対象に係る受領保険金額④は、結合した受領保険金額③の合計を補助対象経費②により按分して記載してください。

※調整後補助金額⑥については、小数点以下を切り捨てて記載してください。
※（変更額）Ｂ－Ａが、「－」（マイナス）の場合は、変更額の金額の頭に▲を表示してください。　　

４　収支予算書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （単位：円）

	区　　分
	金   　額
	変更後の
調達先等

	
	変更前（Ａ）
	変更後（Ｂ）
	変更額（B-A）
	

	収

入


	補 助 金
	
	
	
	愛媛県

	
	補助対象に係る
受領保険金額
	
	
	
	

	
	自己負担額
	
	
	
	

	
	内　　訳
	（自己資金）
	
	
	
	

	
	
	（借入金）
	
	
	
	

	
	合　計（ア）
	
	
	
	

	支

出


	施 設 費
	
	
	
	

	
	設 備 費
	
	
	
	

	
	【新分野事業】

施 設 費
	
	
	
	

	
	【新分野事業】

設 備 費
	
	
	
	

	
	【新分野事業】

宿舎整備事業
	
	
	
	

	
	商業機能復旧事業
	
	
	
	

	
	合　計（イ）
	
	
	
	

	差し引き（ア－イ）
	
	
	
	


　※金額欄は、該当がない区分は、「０」と記載してください。
　※補助金は、補助金（変更）交付申請額（千円未満を切り捨てた金額）を記載してください。

　※差し引きは、必ず０円となります。

５　担保物件一覧表　　　※変更があった施設・設備のみ、変更後の内容を記載してください。
【施設】

	認定時

の記号
	施設名
	整備区分
	担保権設定状況
	担保権の種類

	
	
	□建替（新築）

□修理・修繕
	【従前施設】
□設定済み

□設定予定

□該当なし
	□抵当権

□根抵当権

□その他（　　　　　　）

	
	
	
	【新施設】
□設定予定

□設定しない
	□抵当権

□根抵当権

□その他（　　　　　　）

	
	
	□建替（新築）

□修理・修繕
	【従前施設】
□設定済み

□設定予定

□該当なし
	□抵当権

□根抵当権

□その他（　　　　　　）

	
	
	
	【新施設】
□設定予定

□設定しない
	□抵当権

□根抵当権

□その他（　　　　　　）


　【設備】

	認定時

の記号№
	設備名
	整備区分
	担保権設定状況
	担保権の種類

	
	
	□入替

□修理・修繕
	【従前設備】
□設定済み

□設定予定

□該当なし
	□動産譲渡

□その他（　　　　　　）

	
	
	
	【新設備】
□設定予定

□設定しない
	□動産譲渡

□その他（　　　　　　）

	
	
	□入替

□修理・修繕
	【従前設備】
□設定済み

□設定予定

□該当なし
	□動産譲渡

□その他（　　　　　　）

	
	
	
	【新設備】
□設定予定

□設定しない
	□動産譲渡

□その他（　　　　　　）

	
	
	□入替

□修理・修繕
	【従前設備】
□設定済み

□設定予定

□該当なし
	□動産譲渡

□その他（　　　　　　）

	
	
	
	【新設備】
□設定予定

□設定しない
	□動産譲渡

□その他（　　　　　　）


※行が不足する場合は、適宜、追加してください。

※建替（新築）、入替の場合は【新施設】の担保権設定状況欄にも☑（■）印を付けてください。

※担保権設定は、財産処分に該当するため、担保権設定状況欄で「設定予定」にチェックがある場合は、事前に県の担当者へ相談してください。また、補助金交付後に新たに担保権を設定しようとする場合は、事前に県知事の承認が必要となります。なお、建替の場合、従前施設に既に設定されていた抵当権を引き続き新施設に設定する場合は、財産処分に該当しません。


